
最近、サウナや健康ランドでマッサージをうける人が増えています。

でもこのほとんどが無免許者です。また、カイロ、整体、

タイ式・中国式マッサージ、リフレクソロジー、

ボディ・フットケア、リラクゼーション、などの

看板を堂々とあげ、無免許でマッサージが

行なわれています。これを国は

「害がなければよい」と放置していますが、

はたしてそうでしょうか。

無免許マッサージによる健康被害や社会犯罪を防ぐため、とりしまりを

もとめる声が日ごとに高まっています。４６の都道府県議会が請願を採択

したのに続いて、０６年の国会では、党派を超えて３３８人もの国会議員が

とりしまりの請願に賛成しています。

無免許は危険と国会議員３３８人

左のブレートを掲示してある治療施設（治療院）は国家免許者が治

療しており、安心して治療が受けられます。掲示されていない治療

施設は無免許者によるあん摩、マッサージ、指圧がおこなわれてお

ります。尚、高知市以外の地域では（高知県）となっております。

『高知市国民健康保険マッサージ指定施術所』のプレートを掲示

している治療院も国家免許者が治療しています。これから

治療を受けようと思っておられる方はその治療施設が

保健所に登録されて或るか否か十分に確かめて治療を

受けるようにして下さい。なかには見よう見まねで

覚えた危険な施術もあります、無責任な誇大広告に

気をつけて、正しい治療を受けるようにして下さい。



無免許のマッサージ師を働かせていたとして、徳島県警生活環境課と徳島東署は２７日、
あん摩マッサージ指圧師等に関する法律違反の疑いで、徳島市○○○○のマッサージ店
「○○○○○」経営の○○○○（５６）、長男の○○○○（２８）の両容疑者を逮捕した
。県警が同法違反で摘発したマッサージ店としては、従業員数を含めた営業規模は過去
最大となる。
調べでは、両容疑者は同店のマッサージ場で、７月５日から８月１８日までの約一ヶ月半の
間計四回にわたり、あん摩マッサージ指圧師免許のない女性従業員二人に、同市内の男
性会社員（４２）ら三人のマッサージを行わせて、計一万八千八百円を受け取った疑い。
両容疑者は、容疑を大筋で認めた上で、「各従業員が無免許なのは知っていたがマッ
サージの内容は知らない」などと供述しているという。同店は１９９０年頃から営業を開始
。従業員は次々と入れ替わり、現在は５０代から７０代の女性約１５人が在籍。全員マッサ
ージ師の資格を持っていない。従業員は、同店のマッサージ場のほか、同市内のビジネ
スホテルなどに派遣され、マッサージをしていたと見られる。

「仙台中央署は１７日、あん摩マッサージ法違反の疑いで仙台市青葉区一番町一丁目の指圧鍼灸治療
室経営の男性（５６）を書類送検した。調べでは９月１２日と１８日、マッサージ師免許を持たない２０歳と２
６歳の従業員女性を青葉区のホテルに派遣し、太白区の会社員男性（５０）ら二人の全身マッサージを
させた疑い。男性は青葉区の鍼灸などの専門学校の講師で、同校の無免許の女子学生約１０人を雇って
市内のホテルに派遣、マッサージをさせていたという。」（河北新報　１１月１８日朝刊より）

無免許でマッサージをしたとして、埼玉県警生活環境２課と小川署は１７日、あん摩マッサージ指圧師等
法違反の疑いで、東京都東村山市恩多町の無職、○○○○容疑者（７１）を逮捕した。
調べでは、○○容疑者は平成１８年１０月３１日～１１月２１日にかけ、埼玉県ときがわ町の民家で、無免許に
もかかわらず同町の５１歳と５２歳の女性３人に、１人３０００円でマッサージ指圧と灸をした疑い。
調べに対し、「整体師の友人の見よう見まねで９年前から始めた。金は生活費に使った」と容疑を認め
ている。
○○容疑者はそば屋で「あん摩ができる。もんでやろう」と宣伝して客を集め、１回１０～３０分の出張マ
ッサージをしていたという。同課は１都２県の数十人が被害にあったとみて解明を進める。

《まだまだあります》
■　マッサージ：無資格が横行、視覚障害者の職場奪う（08/5．
11朝「産経」)
■　在留資格外の整体施術警視庁公安部中国人「院長」逮捕へ
東京都港区
■　三宮のエステ初摘発　禁止区域でマッサージ店
■　エステ店を無届けで営業（鳥取市）
■　無免許ではり治療　神戸の整復師逮捕
■　「カリスマトレーナー」逮捕　無免許ではり治療　兵庫県警
■　無免許で９００人に“はり治療”８２歳の整体師を
書類送検（茅野市）
■　「子宮筋腫が手で小さくなる」無資格で診察の
整体治療院長ら逮捕
これでも無免許放置しますか！
国に無免許マッサージとりしまりを強く求めます！

県警は同日、同店と両容疑者や従業員の自宅など計二十カ所を家宅捜索、関係書類な
どを押収した。
容疑が固まり次第、無免許でマッサージをしていたとする同法違反の疑いで、従業員約
１５人を、徳島地検に書類送検する方針。




